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１．はじめに

　本稿の目的は、1980年および1985年における国勢調査のオーダーメイド集計を用い、家族関係とジェ

ンダーに着目して在日外国人にかんするデータを開示することである。すでに1990〜2005年の５年ご

との国勢調査については同様の方法で各種のデータを開示している1。本稿はこれらにひきつづき、

1980、1985年のデータを明らかにするものである。オーダーメイド集計がかかえる問題点については、

それらの論考を参照していただきたい2。ここでは、80、85年調査における制約についてのみ言及して

おこう。

　まず――他の年の調査にも共通する点だが――外国籍者の捕捉率が低いことである。表１に明らか

なように、80、85年調査における韓国・朝鮮籍、中国籍の国勢調査捕捉率は60%台である。とくに前

者の捕捉率が低い。この理由は２つ考えられる。第１に、外国籍であっても回答の際に日本籍と記入

する割合が一定程度存在し、外国籍として算定されない（外村 2007）。第２は実際の調査拒否の多さ

である。同時期の1984年に、戦後初めて自治体の委嘱によって行われた調査とされる「神奈川県内在

住外国人実態調査」が実施されたが、その回収率は48%だった。あわせて問われた調査拒否の理由で

は「忙しい、時間がない、面倒だ」が最

も多かったが、次に「話したくない、プ

ライバシーにふれる、いやだ」が多かっ

た。それ以外にも「日本人として生きて

いる、生きたいから」「効果疑問、関心

ないから」などがあった。これらの回答

をふまえ調査拒否の背景の一つとして、

１　 プロジェクトでは、家族・ジェンダーのほか労働と教育をテーマとしている。本号掲載の別稿のほか、移住連
貧困プロジェクト（2011）、稲葉ほか（2014）、鍛治ほか（2013）、髙谷・大曲・樋口・鍛治（2013a, 2013b, 
2013c）、髙谷・大曲・樋口・鍛治・稲葉（2013a, 2013b, 2013c, 2014a, 2014b）、大曲ほか（2011a, 2011c）参照。

２　こうした問題をふまえ、本稿では100以下の数値を意味あるものとみなさず一部をのぞいて言及していない。
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表１　国勢調査捕捉率

国勢調査
外国人登
録者数*

捕捉率
(%)

1980 400,200 664,536 60.2
1985 424,490 683,313 62.1
1980 34,650 52,896 65.5
1985 49,460 74,924 66.0

韓国・朝鮮

中国

*外国人登録者数は各年末の数字（法務省「出入国
管理統計年報」による）
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報告書は、マイノリティの意識の底流にある行政に対する不信感の存在を指摘している（神奈川県内

在住外国人実態調査委員会 1986）。また同報告書が言及しているように、普段、自分の民族的ルーツ

を明かさずに生活している者にとって、調査に協力することは、そのルーツを周囲に知らしめてしま

う懸念を抱かせる場合もあった。その一人として、報告書では「朝鮮人であることをかくして、やっ

と就職した何度目かの今の職場を失うきっかけになりはしないかと心配で、葉書（調査を断るための

返信用葉書――引用者注）を投函することができず、自分で持参したのだといわれ、名前も告げずに

逃げるように立ち去られた」方のエピソードにふれている（神奈川県内在住外国人実態調査委員会 

1986: 101）。本国勢調査も、こうした背景のもと実施されたものであることを念頭においておきたい。

　次に、設定された調査項目からくる制約である。80、85年調査ではまだ、日本以外の国籍が「韓国・

朝鮮」「中国」「その他」にしか分類されていない。また世帯にかんしては妻の国籍を特定するデータ

がないため、95年以降の調査を対象にした論考でとってきた方法、すなわち国際結婚か同国籍同士の

結婚かに区分したデータを明らかにすることはできなかった。さらに90年調査には含まれていた「外

国人のいる世帯の家族類型」という調査項目もまだない。それゆえ本稿では、80年代の国際結婚世帯

の状況を明らかにすることはできなかった。

　とはいえ実態としては、国際結婚による来日は増加し始めていた。厚生省（当時）の「人口動態統

計」によると、日本籍男性とコリアン女性の結婚は1970年には1536件だったが、80年には2458件、85

年には3622件と70年の2.4倍に増加している。また日本籍男性と中国籍女性の結婚は、70年にはわず

か280件だが、80年912件、85年1766件（70年比6.3倍）と急増した（厚生省「人口動態統計」）。この

うち一定数は、オールドカマーではなく新規来日層だったと考えられる。「４-16-１（日本人配偶者等）」

の在留資格をもつ女性は、84年末で中国籍10,522人、韓国・朝鮮6,230人にのぼっている（法務省編「在

留外国人統計」）。

　また前述の神奈川調査では、回答者のうち72年以降に来日した者が男性では4.3%であったのに対し、

女性は38.6%を占めている（神奈川県内在住外国人実態調査委員会　1986）。国籍別でみると韓国・

朝鮮は10.4%、中国籍は56.5%であり、後者に該当する39名のうち27人が台湾籍である。さらに同調

査によると、韓国・朝鮮籍の場合、75.3%が同胞との結婚、23.6%が日本人との結婚であるのに対し、

中国籍は同胞との結婚65.6%、日本人との結婚が32.8%だった3。また72年以降に来日した者（韓国・朝

鮮籍、中国籍の内訳は不明）61人中35人（57.4%）は日本人の配偶者だった。これは、神奈川県内に

限られたデータではあるものの、当時、中国（台湾）籍女性のなかで国際結婚によって来日する層が

増加していたと考えられる。80年代の国際結婚については、農村花嫁に言及されることが多いが、そ

３　 ただし前述のように、新規の結婚件数では日本人との国際結婚が増加していた。たとえば1985年の場合、韓国・
朝鮮籍同士の結婚が2404件だったのに対し、日本籍と韓国・朝鮮籍の国際結婚は6147件（71.9%）だった。また
中国籍の場合、同国籍同士の結婚116件に対し、日本籍と中国籍の国際結婚は2146件（94.9%）にのぼっている（厚
生省、1985）。
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れとは別の形態の国際結婚もすでに増加していたのである。

　実際、本稿であつかう80年国勢調査でみると（表２参照）、中国籍のうち２割程度は、５年前の居

住地が国外という新規来日層である。とくに中国籍女性が多く、既婚（有配偶）で20.4%、未婚では

32.4%となっている。また男性未婚者も24.3%が新規来日層である。一方、コリアンは、既婚女性の2.1%

が新規来日層で他のカテゴリーより高いが、中国籍と比較すると圧倒的に低い。したがって本論で明

らかにするデータは、コリアンについてはオールドカマー、中国籍は老華僑と新規来日層があわさっ

た実態を示しているといえる。

　以上を念頭におきつつ本稿では、ジェンダーと家族関係に着目しながら在日外国人の就労の実態や

住居について明らかにする。74年に最高裁で勝訴した日立裁判に象徴されるように、就職にかんする

国籍・民族差別が問題提起されるようになっていたものの、まだ差別は厳しかった。前述の神奈川調

査でも、36.2%が就職差別の経験について「あり」と答えている。しかしこれまでジェンダー差につ

いてはあまり言及されてこなかった。女性については、男女雇用機会均等法の施行（1986年）前であ

ることを念頭におくと、そもそも労働市場に出ることに大きな制約があったと考えられる。つまりマ

イノリティ女性の仕事には、国籍あるいはエスニシティ、ジェンダーという二重の制約が今日以上に

影響を与えていたと考えられる。当時の在日コリアン女性の就職状況を明らかにする数少ない研究で

ある梁（2013）によると、1970年代後半から1980年代に初職を経験したコリアン２・３世女性の職業

選択についてのインタビューでは、当時、就職の厳しさを背景に、「手に職をつけないと」と（とい

われた、考えていた）という発言が繰り返し出されたことを指摘している。また女性達の就業方法は

知人紹介によるものが多く、職業選択の幅が非常に狭かった。実際、論考のなかで梁が、インタビュー

対象者30名の初職を、専門職、地元中小企業職、民族運動団体職、総連系学校職に区分していること

からわかるように、いわゆる大企業への就職はほとんどなかったと思われる。さらに、後述のように、

コリアン女性の就業率は日本女性以上に低く、初職に就かずに家事に従事した者も一定数いた。

２．ジェンダー・配偶関係からみる就労

2.1．国籍別性別配偶関係

　表３は、1980、85年における国籍、性別による配偶関係を表している。５年間のあいだに中国籍の

N % N % N % N % N % N %
国外 340 910 1,310 1,430 2,080 3,600
総数 67,500 126,940 205,000 5,890 11,530 18,290
国外 350 2,300 2,780 1,570 2,010 3,700
総数 53,050 111,160 195,200 4,850 9,870 16,360

19.7

女性 0.7 2.1 1.4 32.4 20.4 22.6

男性 0.5 0.7 0.6 24.3 18.0

韓国・朝鮮 中国
未婚 有配偶 総数 未婚 有配偶 総数

表２　国籍別・性別・配偶関係別・5年前の居住地が国外の者（1980）
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増加が著しい。一方、韓国・朝鮮籍の人数はそれほど増加していない。ただ男女とも、５年間に離別

の割合が増加している。80年においても日本、中国籍より韓国・朝鮮籍の離別者の割合は若干高かっ

たが、85年にはとくに女性は５%を超えている。なお90年以降も韓国・朝鮮籍のなかで離別者の割合

が高い傾向は続いている。

2.2．性別・国籍別配偶関係別就業状態

　表４は男性の労働力状態を示している。韓国・朝鮮籍は完全失業者の割合が高く、80年で5.7%、85

年には6.6%にのぼっている。同国籍の完全失業者率は、90年以降も高い傾向が続いているが、すで

に80年代に高かったことがわかる。一方、中国籍は通学の割合が高く、80年で20.2%、85年には25.9%

となっている。留学生の増加が、中国籍男性人口の増加に影響していることがわかる。

N % N % N % N % N % N %
未婚 12,292,370 28.5 13,549,750 29.6 67,500 32.9 70,800 33.3 5,890 32.2 8,680 35.0
有配偶 29,238,040 67.7 30,348,950 66.2 126,940 61.9 129,100 60.7 11,530 63.0 15,100 60.9
死別 1,052,280 2.4 1,120,800 2.4 4,410 2.2 4,380 2.1 430 2.4 430 1.7
離別 525,310 1.2 742,550 1.6 5,390 2.6 7,150 3.4 350 1.9 350 1.4
総数 43,183,120 100.0 45,839,990 100.0 205,000 100.0 212,590 100.0 18,290 100.0 24,790 100.0
未婚 9,552,000 20.9 10,504,090 21.6 53,050 27.2 58,120 27.4 4,850 29.6 7,530 30.5
有配偶 29,344,560 64.1 30,386,230 62.6 111,160 56.9 115,870 54.7 9,870 60.3 15,070 61.1
死別 5,687,920 12.4 6,159,830 12.7 22,490 11.5 26,140 12.3 1,170 7.2 1,330 5.4
離別 1,122,920 2.5 1,451,600 3.0 7,510 3.8 10,780 5.1 370 2.3 620 2.5
総数 45,809,450 100.0 48,561,840 100.0 195,200 100.0 211,910 100.0 16,360 100.0 24,670 100.0

※集計対象は15歳以上人口

85 中国

男

女

80 日本 80 韓国・朝鮮 80 中国85 日本 85 韓国・朝鮮

表３　国籍別性別配偶関係

N % N % N % N % N % N %
就業者 34,445,130 79.8 35,469,590 77.4 153,040 74.7 153,910 72.4 12,870 70.4 15,590 62.9
 主に仕事 33,565,690 77.7 34,592,790 75.5 146,640 71.5 147,930 69.6 12,370 67.6 14,940 60.3
 家事のほか仕事 228,260 0.5 202,950 0.4 1,510 0.7 1,180 0.6 120 0.7 20 0.1
 通学のかたわら仕事 244,250 0.6 308,310 0.7 1,450 0.7 1,630 0.8 160 0.9 400 1.6
 休業者 406,940 0.9 365,540 0.8 3,440 1.7 3,180 1.5 220 1.2 230 0.9
完全失業者 986,990 2.3 1,382,260 3.0 11,650 5.7 13,960 6.6 630 3.4 970 3.9
家事 228,740 0.5 208,810 0.5 1,080 0.5 1,090 0.5 40 0.2 140 0.6
通学 4,307,940 10.0 4,693,870 10.2 22,600 11.0 25,000 11.8 3,690 20.2 6,420 25.9
その他* 3,214,310 7.4 4,085,470 8.9 16,640 8.1 18,630 8.8 1,060 5.8 1,670 6.7
総数 43,183,120 100.0 45,839,990 100.0 205,000 100.0 212,590 100.0 18,290 100.0 24,790 100.0

85 中国80 日本 80 韓国・朝鮮 80 中国85 日本 85 韓国・朝鮮

表４　国籍×労働力状態（男性）

表５　国籍×労働力状態（女性）

N % N % N % N % N % N %
 就業者 21,049,290 45.9 22,558,350 46.5 81,090 41.5 88,310 41.7 6,300 38.5 8,430 34.2
  主に仕事 12,921,040 28.2 13,619,570 28.0 44,840 23.0 50,030 23.6 3,730 22.8 4,980 20.2
  家事のほか仕事 7,786,690 17.0 8,562,290 17.6 34,660 17.8 36,310 17.1 2,350 14.4 3,140 12.7
  通学のかたわら仕事 164,230 0.4 197,780 0.4 780 0.4 1,050 0.5 160 1.0 270 1.1
 休業者 177,330 0.4 178,710 0.4 820 0.4 920 0.4 60 0.4 50 0.2
完全失業者 416,060 0.9 636,820 1.3 3,750 1.9 5,680 2.7 230 1.4 340 1.4
家事 17,007,020 37.1 16,682,580 34.4 78,310 40.1 80,410 37.9 6,520 39.9 9,790 39.7
通学 3,626,630 7.9 3,985,740 8.2 19,170 9.8 21,560 10.2 2,530 15.5 5,090 20.6
その他 3,710,460 8.1 4,698,350 9.7 12,880 6.6 15,950 7.5 780 4.8 1,020 4.1
総数 45,809,450 100.0 48,561,840 100.0 195,200 100.0 211,910 100.0 16,360 100.0 24,670 100.0

80 日本 85 日本 80 韓国・朝鮮 85 韓国・朝鮮 80 中国 85 中国
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　次に、表５で女性の労働力状態をみてみると、どの国籍も就業率は低いが、とりわけ中国籍は30%

台である。また80年より85年の方が低くなっている。一方、全体に家事の割合が高く、韓国・朝鮮、

中国籍は日本籍以上に高い。ただし中国籍は通学の割合が日本、韓国・朝鮮籍より高く、通学者の人

数も５年間で倍増している。韓国・朝鮮籍女性は、完全失業者の割合が日本、中国籍より若干高いが、

韓国・朝鮮籍の男性ほどではない。また通学者の割合は10%程度と日本籍より若干高い。

　表６は、1980年の性別就業状態を配偶関係別でみたものである。未婚者については、中国籍は男女

とも通学の割合が半数近くにのぼっている。一方、韓国・朝鮮籍は、通学は男女とも日本と同程度だ

が、未婚女性の家事の割合が12.7%と非常に高い。日本、中国籍とも未婚の家事割合は男性より女性

【未婚】

N % N % N % N % N % N %
就業者 7,245,230 58.9 37,750 55.9 2,710 46.0 4,909,950 51.4 24,340 45.9 1,880 38.8
 主に仕事 6,917,840 56.3 35,450 52.5 2,550 43.3 4,494,950 47.1 20,210 38.1 1,580 32.6
 家事のほか仕事 37,520 0.3 560 0.8 20 0.3 227,900 2.4 3,250 6.1 150 3.1
 通学のかたわら仕事 235,400 1.9 1,380 2.0 120 2.0 158,860 1.7 730 1.4 140 2.9
 休業者 54,460 0.4 360 0.5 20 0.3 28,240 0.3 160 0.3 10 0.2
完全失業者 388,690 3.2 4,450 6.6 250 4.2 220,990 2.3 1,980 3.7 160 3.3
家事 26,570 0.2 330 0.5 10 0.2 578,740 6.1 6,750 12.7 280 5.8
通学 4,286,210 34.9 22,290 33.0 2,760 46.9 3,607,360 37.8 19,000 35.8 2,400 49.5
その他* 345,670 2.8 2,680 4.0 160 2.7 234,960 2.5 970 1.8 130 2.7
総数 12,292,370 100.0 67,500 100.0 5,890 100.0 9,552,000 100.0 53,050 100.0 4,850 100.0

【有配偶】

N % N % N % N % N % N %
就業者 26,327,650 90.0 109,640 86.4 9,600 83.3 13,765,830 46.9 44,230 39.8 3,670 37.2
 主に仕事 25,830,950 88.3 106,030 83.5 9,300 80.7 6,707,770 22.9 15,650 14.1 1,600 16.2
 家事のほか仕事 163,740 0.6 860 0.7 80 0.7 6,940,720 23.7 28,220 25.4 2,020 20.5
 通学のかたわら仕事 7,630 0.0 70 0.1 40 0.3 4,040 0.0 30 0.0 20 0.2
 休業者 325,320 1.1 2,690 2.1 180 1.6 113,310 0.4 330 0.3 40 0.4
完全失業者 530,390 1.8 6,090 4.8 270 2.3 111,980 0.4 760 0.7 50 0.5
家事 165,610 0.6 480 0.4 30 0.3 14,415,560 49.1 62,450 56.2 5,810 58.9
通学 14,170 0.0 280 0.2 900 7.8 12,610 0.0 100 0.1 100 1.0
その他* 2,200,230 7.5 10,450 8.2 730 6.3 1,038,580 3.5 3,610 3.2 230 2.3
総数 29,238,040 100.0 126,940 100.0 11,530 100.0 29,344,560 100.0 111,160 100.0 9,870 100.0

【死別】

N % N % N % N % N % N %
就業者 430,710 40.9 1,710 38.8 270 62.8 1,592,480 28.0 7,640 34.0 460 39.3
 主に仕事 393,560 37.4 1,540 34.9 250 58.1 1,066,960 18.8 5,310 23.6 300 25.6
 家事のほか仕事 21,910 2.1 50 1.1 20 4.7 501,820 8.8 2,120 9.4 150 12.8
 通学のかたわら仕事 50 0.0 0 0.0 0 0.0 260 0.0 20 0.1 0 0.0
 休業者 15,190 1.4 120 2.7 0 0.0 23,440 0.4 180 0.8 0 0.0
完全失業者 23,360 2.2 350 7.9 60 14.0 36,670 0.6 460 2.0 0 0.0
家事 30,080 2.9 160 3.6 0 0.0 1,773,630 31.2 7,000 31.1 350 29.9
通学 570 0.1 0 0.0 0 0.0 3,590 0.1 50 0.2 0 0.0
その他* 567,560 53.9 2,200 49.9 100 23.3 2,281,540 40.1 7,350 32.7 360 30.8
総数 1,052,280 100.0 4,410 100.0 430 100.0 5,687,920 100.0 22,490 100.0 1,170 100.0

【離別】

N % N % N % N % N % N %
就業者 392,720 74.8 3,520 65.3 230 65.7 746,790 66.5 4,590 61.1 260 70.3
 主に仕事 376,790 71.7 3,260 60.5 220 62.9 624,380 55.6 3,440 45.8 230 62.2
 家事のほか仕事 4,690 0.9 30 0.6 10 2.9 110,010 9.8 1,030 13.7 30 8.1
 通学のかたわら仕事 220 0.0 0 0.0 0 0.0 650 0.1 0 0.0 0 0.0
 休業者 11,020 2.1 230 4.3 10 2.9 11,750 1.0 130 1.7 0 0.0
完全失業者 40,580 7.7 670 12.4 50 14.3 44,080 3.9 500 6.7 10 2.7
家事 5,980 1.1 90 1.7 0 0.0 214,720 19.1 1,810 24.1 50 13.5
通学 340 0.1 0 0.0 10 2.9 1,200 0.1 0 0.0 0 0.0
その他* 85,690 16.3 1,110 20.6 70 20.0 116,130 10.3 600 8.0 40 10.8
総数 525,310 100.0 5,390 100.0 350 100.0 1,122,920 100.0 7,510 100.0 370 100.0
※集計対象は15歳以上人口　*その他は労働力状態不詳を含む

男性 女性
日本 韓国・朝鮮 中国 日本 韓国・朝鮮 中国

男性 女性
日本 韓国・朝鮮 中国 韓国・朝鮮 中国

男性
日本 韓国・朝鮮 中国

日本

女性
日本 韓国・朝鮮 中国

男性 女性
日本 韓国・朝鮮 中国 日本 韓国・朝鮮 中国

表６　国籍・性別・配偶関係別・労働力状態（1980）
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の方が圧倒的に高いが、それらと比較しても韓国・朝鮮籍の家事従事者割合は倍程度ある。一方、未

婚男性は、韓国・朝鮮籍の完全失業率が6.6%、中国籍でも4.2%である。

　有配偶者（以下、既婚者）はどの国籍も男性の就業率が80%以上に対し、女性は30〜40%台であり、

性別分業家族の実態が映し出されている。とくに、中国、韓国・朝鮮籍の女性は就業率が30%台の一

方で家事の割合が50%台後半となっている。一方、男性は、ここでも韓国・朝鮮籍の完全失業率が4.8%

と他の二国籍者と比較して高い。

　死別者には高齢者が多く含まれるので、就業率は他の配偶関係の者と比較して低くなる傾向がある。

しかし中国籍男性の死別者の就業率は、日本や韓国・朝鮮籍者と比較して高い。死別以外の配偶関係

の場合、中国籍男性の就業率は低い傾向にあるのに対し、死別者の就業率が高いことは、高齢になっ

ても就業を継続していることを示唆している。女性についても、日本籍死別の場合、有配偶と比較し

て就業率が大幅に下がるが、中国籍の場合はむしろ高くなっており、韓国・朝鮮籍でもその落ち込み

は低い。これらは夫に先立たれた女性の生活の不安定さを示唆している。

　離別の場合、韓国・朝鮮籍男性の失業率は12%台になる。前述のように、同国籍の失業率は一貫し

て高い傾向にあるが、そのなかでも離別の場合に高くなっている。また人数は少ないが、中国籍男性

の離別者の失業率も非常に高い。これに対し、女性の場合、離別者は就業率が高く日本、韓国・朝鮮

籍で60%台、中国籍にいたっては、人数は少ないものの70%台にのぼっている。上述のような既婚女

性の就業率の低さと対照的である。離別女性の就業率の高さは今日でもしばしば指摘されるが、その

傾向はすでに80年代にあったことがわかる。なお韓国・朝鮮籍離別女性の失業率も男性ほどではない

が、6.7%と高くなっている。

2.3．性別・国籍別・年齢別・就業　

　次に、男性の年齢別就業率をみてみよう。図１からわかるように、中国籍の20〜30代前半の就業率

は、日本、韓国・朝鮮籍と比較してかなり低い。また80年と比較して85年の方が一段と低くなり、20

代前半で36.1％、20代後半でも48.6%であり、80%台後半から90%台を占める日本、韓国・朝鮮籍と

【未婚】

N % N % N % N % N % N %
就業者 7,245,230 58.9 37,750 55.9 2,710 46.0 4,909,950 51.4 24,340 45.9 1,880 38.8
 主に仕事 6,917,840 56.3 35,450 52.5 2,550 43.3 4,494,950 47.1 20,210 38.1 1,580 32.6
 家事のほか仕事 37,520 0.3 560 0.8 20 0.3 227,900 2.4 3,250 6.1 150 3.1
 通学のかたわら仕事 235,400 1.9 1,380 2.0 120 2.0 158,860 1.7 730 1.4 140 2.9
 休業者 54,460 0.4 360 0.5 20 0.3 28,240 0.3 160 0.3 10 0.2
完全失業者 388,690 3.2 4,450 6.6 250 4.2 220,990 2.3 1,980 3.7 160 3.3
家事 26,570 0.2 330 0.5 10 0.2 578,740 6.1 6,750 12.7 280 5.8
通学 4,286,210 34.9 22,290 33.0 2,760 46.9 3,607,360 37.8 19,000 35.8 2,400 49.5
その他* 345,670 2.8 2,680 4.0 160 2.7 234,960 2.5 970 1.8 130 2.7
総数 12,292,370 100.0 67,500 100.0 5,890 100.0 9,552,000 100.0 53,050 100.0 4,850 100.0

【有配偶】

N % N % N % N % N % N %
就業者 26,327,650 90.0 109,640 86.4 9,600 83.3 13,765,830 46.9 44,230 39.8 3,670 37.2
 主に仕事 25,830,950 88.3 106,030 83.5 9,300 80.7 6,707,770 22.9 15,650 14.1 1,600 16.2
 家事のほか仕事 163,740 0.6 860 0.7 80 0.7 6,940,720 23.7 28,220 25.4 2,020 20.5
 通学のかたわら仕事 7,630 0.0 70 0.1 40 0.3 4,040 0.0 30 0.0 20 0.2
 休業者 325,320 1.1 2,690 2.1 180 1.6 113,310 0.4 330 0.3 40 0.4
完全失業者 530,390 1.8 6,090 4.8 270 2.3 111,980 0.4 760 0.7 50 0.5
家事 165,610 0.6 480 0.4 30 0.3 14,415,560 49.1 62,450 56.2 5,810 58.9
通学 14,170 0.0 280 0.2 900 7.8 12,610 0.0 100 0.1 100 1.0
その他* 2,200,230 7.5 10,450 8.2 730 6.3 1,038,580 3.5 3,610 3.2 230 2.3
総数 29,238,040 100.0 126,940 100.0 11,530 100.0 29,344,560 100.0 111,160 100.0 9,870 100.0

【死別】

N % N % N % N % N % N %
就業者 430,710 40.9 1,710 38.8 270 62.8 1,592,480 28.0 7,640 34.0 460 39.3
 主に仕事 393,560 37.4 1,540 34.9 250 58.1 1,066,960 18.8 5,310 23.6 300 25.6
 家事のほか仕事 21,910 2.1 50 1.1 20 4.7 501,820 8.8 2,120 9.4 150 12.8
 通学のかたわら仕事 50 0.0 0 0.0 0 0.0 260 0.0 20 0.1 0 0.0
 休業者 15,190 1.4 120 2.7 0 0.0 23,440 0.4 180 0.8 0 0.0
完全失業者 23,360 2.2 350 7.9 60 14.0 36,670 0.6 460 2.0 0 0.0
家事 30,080 2.9 160 3.6 0 0.0 1,773,630 31.2 7,000 31.1 350 29.9
通学 570 0.1 0 0.0 0 0.0 3,590 0.1 50 0.2 0 0.0
その他* 567,560 53.9 2,200 49.9 100 23.3 2,281,540 40.1 7,350 32.7 360 30.8
総数 1,052,280 100.0 4,410 100.0 430 100.0 5,687,920 100.0 22,490 100.0 1,170 100.0

【離別】

N % N % N % N % N % N %
就業者 392,720 74.8 3,520 65.3 230 65.7 746,790 66.5 4,590 61.1 260 70.3
 主に仕事 376,790 71.7 3,260 60.5 220 62.9 624,380 55.6 3,440 45.8 230 62.2
 家事のほか仕事 4,690 0.9 30 0.6 10 2.9 110,010 9.8 1,030 13.7 30 8.1
 通学のかたわら仕事 220 0.0 0 0.0 0 0.0 650 0.1 0 0.0 0 0.0
 休業者 11,020 2.1 230 4.3 10 2.9 11,750 1.0 130 1.7 0 0.0
完全失業者 40,580 7.7 670 12.4 50 14.3 44,080 3.9 500 6.7 10 2.7
家事 5,980 1.1 90 1.7 0 0.0 214,720 19.1 1,810 24.1 50 13.5
通学 340 0.1 0 0.0 10 2.9 1,200 0.1 0 0.0 0 0.0
その他* 85,690 16.3 1,110 20.6 70 20.0 116,130 10.3 600 8.0 40 10.8
総数 525,310 100.0 5,390 100.0 350 100.0 1,122,920 100.0 7,510 100.0 370 100.0
※集計対象は15歳以上人口　*その他は労働力状態不詳を含む

男性 女性
日本 韓国・朝鮮 中国 日本 韓国・朝鮮 中国

男性 女性
日本 韓国・朝鮮 中国 韓国・朝鮮 中国

男性
日本 韓国・朝鮮 中国

日本

女性
日本 韓国・朝鮮 中国

男性 女性
日本 韓国・朝鮮 中国 日本 韓国・朝鮮 中国
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大きなひらきがある。これは中国籍留学生の増加により、その分若年の就業率が押し下げられたと考

えられる。一方、60歳以上の中国籍の就業率は、日本、韓国・朝鮮籍と比較して高く、先ほど死別の

中国籍男性をみたときに示唆しておいたように、老後も働きつづける男性が少なくないことがわかる。

ただし80年と85年を比較すると85年の方が60歳以上の就業率は下がっている。

　日本と韓国・朝鮮籍男性の就業率のグラフは似たような台形型になっているが、韓国・朝鮮籍の方

が一貫して値が低い。

　女性の年齢別就業率にうつろう。日

本における女子労働力率が最も低かっ

たのは1975年だった（落合　2004）。

その後、徐々にあがりつづけるが、

1980年代でも日本の女性の就業率は

M字型カーブを描いている（図２参

照）。韓国・朝鮮籍女性の就業率も同

様のM字型だが、最も就業率が高く

なる20代前半でも日本籍女性より10ポ

イント程度低い。日本籍とコリアン女

N % N % N % N % N % N %
就業者数 775,210 781,150 5,330 4,390 240 180

総数 4,192,740 4,567,710 24,800 24,180 1,380 1,470
就業者数 2,818,960 2,930,810 17,170 16,180 710 1,080

総数 3,928,060 4,131,520 22,780 23,280 1,690 2,990
就業者数 4,294,310 3,687,140 22,140 19,360 1,580 2,060

総数 4,516,070 3,922,860 24,800 22,570 2,680 4,240
就業者数 5,201,040 4,320,060 24,080 21,760 2,310 2,520

総数 5,385,410 4,525,610 26,290 24,650 2,780 3,700
就業者数 4,434,530 5,145,800 19,630 23,250 1,540 2,390

総数 4,566,100 5,360,100 21,300 25,600 1,800 3,000
就業者数 4,011,470 4,353,920 16,360 18,030 1,120 1,500

総数 4,137,450 4,521,250 17,910 19,770 1,320 1,770
就業者数 3,877,980 3,902,880 11,950 14,710 940 1,180

総数 4,026,380 4,075,500 13,190 16,270 1,110 1,370
就業者数 3,362,870 3,681,730 11,290 10,600 1,190 1,090

総数 3,523,990 3,902,660 12,880 12,370 1,260 1,210
就業者数 2,245,320 2,992,320 11,200 9,400 1,370 1,060

総数 2,492,060 3,394,580 14,070 11,530 1,580 1,190
就業者数 1,461,730 1,671,140 7,490 8,750 880 1,240

総数 1,933,810 2,363,950 10,960 12,810 990 1,580
就業者数 1,064,850 1,004,590 4,130 4,820 560 750

総数 1,732,960 1,765,170 7,780 9,450 750 1,080
就業者数 896,840 998,040 2,280 2,670 430 550

総数 2,748,080 3,309,100 8,240 10,110 940 1,200
就業者数 34,445,130 35,469,590 153,040 153,910 12,870 15,590

総数 43,183,120 45,839,990 205,000 212,590 18,290 24,790

32.6

97.0

18.5

71.8

95.1

96.6

97.1

70.479.8

21.5

75.4

89.3

91.6

92.2

91.3

90.6

87.7

79.6

96.3

95.4

90.1

75.6

61.4

84.7

94.4

86.7

74.7

17.4

42.0

59.0

83.1

85.6

84.8

88.9

74.7

45.7

68.3

53.1

27.7

80 日本 80 韓国・朝鮮 80 中国

総数

  45～49歳

  50～54歳

  55～59歳

  60～64歳

  65～69歳

 70歳以上

 15～19歳

  20～24歳

  25～29歳

  30～34歳

  35～39歳

  40～44歳

85 日本

17.1

70.9

94.0

95.5

96.0

96.3

95.8

94.3

88.1

68.3

51.0

26.4

72.4

70.7

56.9

30.2

77.4

90.8

91.2

90.4

85.7

81.5

85 韓国・朝鮮

18.2

69.5

85.8

88.3

85 中国

12.2

36.1

48.6

68.1

78.5

69.4

45.8

62.9

79.7

84.7

86.1

90.1

89.1

表７　国籍別年齢別就業者数と就業率（男性）

図１　国籍別年齢別就業率（男性）
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性の20代の就業率の差は、両者の男性

就業率の差より大きい。これは結婚、

出産前でも、韓国・朝鮮籍女性が、労

働市場に参加することが難しかったこ

とを示唆している。また日本籍女性の

80年と85年を比較すると40代で若干就

業率の上昇がみられるが、韓国・朝鮮

籍女性の就業率は、その５年のあいだ

にほとんど変化はない。またこの年代

でも日本籍と比較して韓国・朝鮮籍女

性の就業率は低い。

　一方、中国籍女性は、80、85年ともさらに就業率が低い。80年代はでこぼこの形をしているが、85

年はM字型になり、底の部分は30%台の就業率である。これは、後述するように、新規来日層の女

性の低い就業率が影響を与えていると考えられる。

　周知のように、男女雇用機会均等法施行前、女性の労働市場参加は困難であり、とりわけ結婚や出

産後も継続して働くことは困難だった。しかし国籍別にみると、韓国・朝鮮、中国籍女性は、より一

N % N % N % N % N % N %
就業者 714,530 701,860 4,860 4,300 260 310
総数 4,019,850 4,350,100 23,890 24,020 1,560 1,780

就業者 2,642,890 2,791,140 13,450 13,650 890 1,360
総数 3,853,250 3,996,810 23,110 23,310 2,250 4,030

就業者 2,138,330 1,981,500 9,580 9,600 1,030 1,220
総数 4,466,540 3,836,960 24,980 24,030 2,890 4,360

就業者 2,418,590 2,137,300 9,990 10,060 1,100 1,190
総数 5,320,990 4,471,300 24,190 24,610 2,480 4,290

就業者 2,510,970 3,008,890 10,590 12,130 570 1,310
総数 4,581,420 5,304,590 21,030 23,420 1,300 2,960

就業者 2,545,170 2,948,040 9,360 10,890 570 790
総数 4,159,700 4,556,270 17,140 19,900 1,050 1,650

就業者 2,491,990 2,679,370 7,390 9,280 400 640
総数 4,041,510 4,127,070 13,860 16,890 890 1,260

就業者 2,114,230 2,345,910 6,000 6,880 530 460
総数 3,635,730 3,991,740 11,410 13,500 1,040 1,000

就業者 1,542,820 1,742,280 4,980 4,930 450 510
総数 3,093,540 3,575,100 11,480 11,180 1,080 1,040

就業者 959,530 1,115,520 2,620 3,530 310 370
総数 2,504,810 3,008,050 8,350 10,930 740 960

就業者 581,450 623,630 1,490 1,780 140 160
総数 2,217,730 2,398,050 6,990 7,660 480 590

就業者 388,790 482,910 780 1,290 60 130
総数 3,914,380 4,945,810 8,750 12,470 590 770

就業者 21,049,290 22,558,350 81,090 88,310 6,300 8,430
総数 45,809,450 48,561,840 195,200 211,910 16,360 24,670
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31.4

21.3

8.9

80 日本 80 韓国・朝鮮 80 中国

総数
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  55～59歳

  60～64歳
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 70歳以上
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  25～29歳

  30～34歳

  35～39歳
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85 日本

16.1

69.8

51.6

47.8

56.7

64.7

64.9

58.8

48.7

37.1

26.0

9.8

46.5

85 韓国・朝鮮

17.9

58.6

40.0

40.9

51.8

54.7

54.9

51.0

44.1

32.3

23.2

85 中国

17.4

33.7

28.0

27.7

38.5

27.1

16.9
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47.9
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46.0
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表８　国籍別年齢別就業者数と就業率（女性）

図２　国籍別年齢別就業率（女性）
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層の困難があったことがわかる。とくに結婚や出産前の20代女性にとっても、労働市場は閉鎖的であ

り、これが、韓国・朝鮮籍の場合は、未婚者の家事割合の高さにつながっていると考えられる。

　とはいえ在日コリアン女性の一世の多くは、戦後、生計を立てるために何らかの仕事に従事してき

た4。そうした世代は、80年代の調査では45歳以上に該当するだろう5。これに対し、80年代に40歳以下

の女性は多くの場合、戦後生まれの在日二世か三世と考えられる。日本では1946〜50年生まれの団塊

の世代の女性においてもっとも主婦化が進行したが（落合　2004）、在日コリアンのなかで主婦が一

般的になったのも、その年代生まれ以降の二世、三世世代だと考えらえる。

2.4．国籍・性別・学歴別・職業

４　 むくげの会編(1974)、かわさきのハルモニ・ハラボジと結ぶ2000人ネットワーク 生活史聞き書き・編集委員会
（2009）、小熊・姜編（2006）にあわせて48人の在日コリアン女性（うち１名は日本から帰化）のライフヒストリー
があるが、このうち、仕事について言及されていない６名をのぞいて全員が、戦後何らかの仕事に就いている。
多くは仕事を複数回変えており、戦後直後はドブロク作りや行商、その後は行商、飲食店経営、清掃などが多い。

５　 前述の48人のうち最も若いものでも1934年生まれである。

N % N % N % N % N % N %
W職* 1,849,460 13.0 14,400 20.4 830 19.9 1,835,450 10.4 9,300 12.3 710 16.2
B職* 9,584,940 67.5 40,430 57.2 2,470 59.1 6,114,900 34.7 24,410 32.3 1,290 29.5
完全失業者 459,500 3.2 5,830 8.2 230 5.5 2,828,180 16.1 5,700 7.5 400 9.1
家事 131,050 0.9 570 0.8 20 0.5 6,669,550 37.9 34,370 45.5 1,880 42.9
通学 14,740 0.1 40 0.1 20 0.5 142,810 0.8 1,620 2.1 90 2.1
その他** 2,155,870 15.2 9,460 13.4 610 14.6 14,430 0.1 120 0.2 10 0.2
総計*** 14,195,560 100.0 70,710 100.0 4,180 100.0 17,605,310 100.0 75,520 100.0 4,380 100.0
W職* 334,020 21.6 640 28.4 40 40.0 113,400 11.9 110 13.3 0 0.0
B職* 977,540 63.3 1,020 45.3 40 40.0 415,350 43.5 220 26.5 20 40.0
完全失業者 46,510 3.0 220 9.8 0 0.0 80,690 8.5 140 16.9 0 0.0
家事 19,400 1.3 20 0.9 0 0.0 340,320 35.7 360 43.4 20 40.0
通学 300 0.0 0 0.0 0 0.0 4,420 0.5 10 1.2 0 0.0
その他** 166,080 10.8 340 15.1 20 20.0 110 0.0 0 0.0 0 0.0
総計*** 1,543,840 100.0 2,250 100.0 100 100.0 954,290 100.0 830 100.0 50 100.0
W職* 6,219,310 40.6 25,120 33.7 1,750 37.5 5,945,500 32.1 18,690 27.0 1,410 24.8
B職* 8,011,060 52.3 42,430 57.0 2,380 51.0 3,690,920 19.9 16,640 24.0 1,270 22.3
完全失業者 353,570 2.3 4,030 5.4 240 5.1 540,400 2.9 700 1.0 110 1.9
家事 52,320 0.3 260 0.3 20 0.4 8,086,330 43.6 31,500 45.5 2,700 47.5
通学 124,730 0.8 580 0.8 100 2.1 207,550 1.1 1,520 2.2 110 1.9
その他** 548,410 3.6 2,080 2.8 180 3.9 59,080 0.3 250 0.4 100 1.8
総計*** 15,309,400 100.0 74,500 100.0 4,670 100.0 18,529,790 100.0 69,290 100.0 5,690 100.0
W職* 5,762,560 76.8 16,100 64.3 4,020 73.9 2,384,670 51.1 4,700 36.9 960 31.1
B職* 1,354,940 18.1 7,550 30.2 1,030 18.9 304,470 6.5 1,580 12.4 340 11.0
完全失業者 117,450 1.6 870 3.5 100 1.8 66,170 1.4 110 0.9 40 1.3
家事 22,950 0.3 20 0.1 0 0.0 1,843,600 39.5 5,970 46.9 1,700 55.0
通学 8,680 0.1 170 0.7 200 3.7 56,980 1.2 310 2.4 20 0.6
その他** 238,280 3.2 330 1.3 100 1.8 12,880 0.3 80 0.6 30 1.0
総計*** 7,504,860 100.0 25,040 100.0 5,440 100.0 4,668,770 100.0 12,740 100.0 3,090 100.0
W職* 14,296,780 33.1 57,880 28.2 6,770 37.0 10,415,420 22.7 34,130 17.5 3,230 19.7
B職* 20,148,350 46.7 95,160 46.4 6,100 33.4 10,633,870 23.2 46,960 24.1 3,080 18.8
完全失業者 986,990 2.3 11,650 5.7 630 3.4 3,710,460 8.1 12,880 6.6 780 4.8
家事 228,740 0.5 1,080 0.5 40 0.2 17,007,020 37.1 78,310 40.1 6,520 39.9
通学 3,214,310 7.4 16,640 8.1 1,060 5.8 416,060 0.9 3,750 1.9 230 1.4
その他** 4,307,940 10.0 22,600 11.0 3,690 20.2 3,626,630 7.9 19,170 9.8 2,530 15.5
総計*** 43,183,120 100.0 205,000 100.0 18,290 100.0 45,809,450 100.0 195,200 100.0 16,360 100.0

日本 韓国・朝鮮 中国

小・中・高小卒

日本 韓国・朝鮮 中国
男性 女性

旧青年学校卒

高・旧中卒

高等教育卒

総数+

※集計対象は15歳以上人口　+未就学者含む　*W職は専門・技術職、管理職、事務職、販売職　B職は農林漁業、採掘、運輸・通信、
現業職、保安、サービス、分類不能の職を含む **その他は労働力状態不詳含む　***総計は非就業者含む

表９　国籍別・性別・学歴別・職業（1980）
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　次に、性別、学歴ごとの職業をみてみよう。まず表には示していないが、高等教育卒が占める割合

は、男性の場合、日本籍17.4%、コリアン12.2%、中国籍29.7%、女性の場合、日本籍10.2%、コリアン

6.5%、中国籍18.9%である。どちらも中国籍の割合が最も高く、日本籍、韓国・朝鮮籍の順である。ジェ

ンダーでみると、どの国籍でも男性の方が高等教育卒の割合が高い。とくに韓国・朝鮮籍の場合、女

性の高等教育卒は男性の半分程度である。国勢調査では学歴におけるジェンダー差を生み出す要因は

わからない。この点について、90年代の調査になるが、金明秀（1995）は、在日韓国人男性の教育機

会は父親の職業階層に制約を受けないのに対し、女性の場合は――同世代の日本人と同程度に――制

約を受けていることを指摘している。つまり父親の職が、マニュアル→事務・販売→専門・管理職に

なるほど、娘の学歴は高くなっていた。

　さて職業との関係をみていこう。職業の詳しい内容については、本誌所収の別稿にゆずり、ここで

はホワイトカラー、ブルーカラー、家事、通学の割合に着目する。男性の場合、どの国籍でも高等教

育の方がホワイトカラーの割合が高くなるが、高等教育卒だけでみると、韓国・朝鮮籍のホワイトカ

ラーは、日本、中国籍と比較して10ポイント程度低い。その分、ブルーカラーは30.2％と他の二国籍

の男性より10ポイント以上高くなっている。一方、中国籍は、高等教育卒のホワイトカラーは７割を

超え日本籍と同程度である。ただし韓国・朝鮮、中国籍は、小・中・高等小学校卒でもホワイトカラー

が20％程度ある。これは販売職が多いことが影響していると考えられる。また前述のように、コリア

ン男性は失業率が高い傾向にあったが、学歴別でみると小・中・高等小卒が8.2%、旧青年学校卒が9.8%

（ただしこちらは該当者が少ない）と際立って高い。ただし高卒でも5.4%、高等教育卒でも3.5％とい

うのは、日本籍男性よりどちらも２倍以上である。

　女性は、全体に家事の割合が多いが、韓国・朝鮮、中国籍女性は、どの学歴でも40％を超えている。

ただしそのなかでも中国籍は学歴が高くなるほど家事の割合が高くなり、高等教育卒の場合は50％を

超えている。小・中・高小卒の場合、中国籍のホワイトカラーの割合は、日本、韓国・朝鮮籍より高

いが、高・旧中卒、高等教育卒の場合は、日本籍と比較して韓国・朝鮮、中国籍のホワイトカラーの

割合は低くなる。とくに高等教育卒の場合、日本籍ではその割合が５割を超えるのに対し、韓国・朝

鮮や中国籍の場合は30％台にとどまっている。中国、韓国・朝鮮籍女性の高等教育卒におけるホワイ

トカラー比率の低さは、学歴を生かした仕事につくのが非常に難しかったことを示唆している。そし

てその分、家事の割合が高くなっている。

2.5．国籍別・性別・配偶関係別・職業

　男性、女性それぞれについて、配偶関係別の職業についてみてみよう。男性全体でみれば、中国籍

は通学の割合が多く、またホワイトカラーの割合も比較的高い。韓国・朝鮮籍はすでに指摘したよう
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に、失業者の割合が高い。これ配偶関係にかかわらず、一貫した傾向であるが、とりわけ離別者の失

業率は12%を超えている。なお前述のように、離別の中国籍男性の失業率もきわだって高い。未婚男

性は、韓国・朝鮮、中国籍ともホワイトカラーは10%台であり、ブルーカラー職に就く傾向が高い。

一方、既婚者になると、ホワイトカラーの割合が高く、とくに中国籍男性の場合、47.4%と、ブルー

カラーより高い。しかし離別になるとホワイトカラーは減少し、失業の割合が高くなる。

　女性の場合、全体でみると、韓国・朝鮮籍のホワイトカラーの割合が非常に低い。中国籍は、男性

ほどではないが通学の割合が高い。未婚者は、どの国籍も同じ国籍の男性と比較して、女性のホワイ

トカラーの割合は高く、ブルーカラーの割合が低い。しかし女性のなかで比較すると、日本籍と比較

して、中国、韓国・朝鮮籍のホワイトカラーの割合が10ポイント程度低い。一方、ブルーカラーの割

合は、両国籍とも日本籍より高い。このように、未婚者のなかでもとりわけホワイトカラー市場が、

外国籍女性に開放されていなかったことが、前述のような韓国・朝鮮籍、中国籍の20代女性の就業率

を押し下げていた可能性がある。そして韓国・朝鮮籍未婚者は、就業率が低い分、家事の割合が高く

【総数】

N % N % N % N % N % N %
W職* 14,296,780 33.1 57,880 28.2 6,770 37.0 10,415,420 22.7 34,130 17.5 3,230 19.7
B職* 20,148,350 46.7 95,160 46.4 6,100 33.4 10,633,870 23.2 46,960 24.1 3,080 18.8
完全失業者 986,990 2.3 11,650 5.7 630 3.4 416,060 0.9 3,750 1.9 230 1.4
家事 228,740 0.5 1,080 0.5 40 0.2 17,007,020 37.1 78,310 40.1 6,520 39.9
通学 4,307,940 10.0 22,600 11.0 3,690 20.2 3,626,630 7.9 19,170 9.8 2,530 15.5
その他** 3,214,310 7.4 16,640 8.1 1,060 5.8 3,710,460 8.1 12,880 6.6 780 4.8
総計*** 43,183,120 100.0 205,000 100.0 18,290 100.0 45,809,450 100.0 195,200 100.0 16,360 100.0

【未婚】

N % N % N % N % N % N %
W職* 2,681,310 21.8 12,420 18.4 1,030 17.5 3,661,310 38.3 15,120 28.5 1,210 24.9
B職* 4,563,920 37.1 25,330 37.5 1,680 28.5 1,248,640 13.1 9,210 17.4 680 14.0
完全失業者 388,690 3.2 4,450 6.6 250 4.2 220,990 2.3 1,980 3.7 160 3.3
家事 26,570 0.2 330 0.5 10 0.2 578,740 6.1 6,750 12.7 280 5.8
通学 4,286,210 34.9 22,290 33.0 2,760 46.9 3,607,360 37.8 19,000 35.8 2,400 49.5
その他** 345,670 2.8 2,680 4.0 160 2.7 234,960 2.5 970 1.8 130 2.7
総計*** 12,292,370 100.0 67,500 100.0 5,890 100.0 9,552,000 100.0 53,050 100.0 4,850 100.0

【有配偶】

N % N % N % N % N % N %
W職* 11,349,270 38.8 43,790 34.5 5,460 47.4 5,841,040 19.9 15,550 14.0 1,670 16.9
B職* 14,978,370 51.2 65,850 51.9 4,150 36.0 7,924,790 27.0 28,690 25.8 2,000 20.3
完全失業者 530,390 1.8 6,090 4.8 270 2.3 111,980 0.4 760 0.7 50 0.5
家事 165,610 0.6 480 0.4 30 0.3 14,415,560 49.1 62,450 56.2 5,810 58.9
通学 14,170 0.0 280 0.2 900 7.8 12,610 0.0 100 0.1 100 1.0
その他** 2,200,230 7.5 10,450 8.2 730 6.3 1,038,580 3.5 3,610 3.2 230 2.3
総計*** 29,238,040 100.0 126,940 100.0 11,530 100.0 29,344,560 100.0 111,160 100.0 9,870 100.0

【死別】

N % N % N % N % N % N %
W職* 138,010 13.1 620 14.1 140 32.6 565,930 9.9 1,870 8.3 220 18.8
B職* 292,700 27.8 1,090 24.7 130 30.2 1,026,560 18.0 5,770 25.7 240 20.5
完全失業者 23,360 2.2 350 7.9 60 14.0 36,670 0.6 460 2.0 0 0.0
家事 30,080 2.9 160 3.6 0 0.0 1,773,630 31.2 7,000 31.1 350 29.9
通学 570 0.1 0 0.0 0 0.0 3,590 0.1 50 0.2 0 0.0
その他** 567,560 53.9 2,200 49.9 100 23.3 2,281,540 40.1 7,350 32.7 360 30.8
総計*** 1,052,280 100.0 4,410 100.0 430 100.0 5,687,920 100.0 22,490 100.0 1,170 100.0

【離別】

N % N % N % N % N % N %
W職* 115,990 22.1 960 17.8 110 31.4 333,490 29.7 1,510 20.1 100 27.0
B職* 276,720 52.7 2,550 47.3 120 34.3 413,300 36.8 3,080 41.0 160 43.2
完全失業者 40,580 7.7 670 12.4 50 14.3 44,080 3.9 500 6.7 10 2.7
家事 5,980 1.1 90 1.7 0 0.0 214,720 19.1 1,810 24.1 50 13.5
通学 340 0.1 0 0.0 10 2.9 1,200 0.1 0 0.0 0 0.0
その他** 85,690 16.3 1,110 20.6 70 20.0 116,130 10.3 600 8.0 40 10.8
総計*** 525,310 100.0 5,390 100.0 350 100.0 1,122,920 100.0 7,510 100.0 370 100.0

中国

日本

男性 女性

男性 女性

日本 韓国・朝鮮 中国

中国

日本

男性 女性

男性 女性

男性 女性

日本 韓国・朝鮮 中国

日本 韓国・朝鮮 中国

日本 韓国・朝鮮

韓国・朝鮮 中国

韓国・朝鮮 中国

※集計対象は15歳以上人口　*W職は専門・技術職、管理職、事務職、販売職　B職は農林漁業、採掘、運輸・通信、
現業職、保安、サービス、分類不能の職を含む **その他は労働力状態不詳含む　***総計は非就業者含む

日本 韓国・朝鮮 中国

日本 韓国・朝鮮 中国

日本 韓国・朝鮮 中国 日本 韓国・朝鮮

表10　国籍別・性別・ 配偶関係別・職業（1980）
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なっているといえる。一方、中国籍未婚者は通学の割合が高い。なお韓国・朝鮮籍の通学者の割合は、

日本籍とほとんど変わりなくどちらも30%台半ばである。

　次に、既婚女性の場合、ホワイトカラーの割合は下がり、ブルーカラーの方が多くなる。女性の配

偶関係ごとのホワイトカラーとブルーカラーの割合に着目すると、未婚の場合のみ前者の割合が高く

なり、既婚、死別、離別の場合はどの国籍においてもブルーカラーの割合の方が高い。これは、当時、

女性が就けるホワイトカラーは、女性が結婚後も継続して働き続けることを想定されていなかったこ

とを示している。なお既婚の場合、どの国籍の女性も家事従事者の割合が一番高く、中国籍、韓国・

朝鮮籍の場合、半数以上が主婦である。一方、この家事の割合は、死別や離別になると低くなる。離

別者の場合、中国、韓国・朝鮮籍のブルーカラーの割合は４割を超える。またえ離別女性のうち韓国・

朝鮮籍のホワイトカラーの割合は日本籍より10ポイント程度低い。くわえて前述のように、韓国・朝

鮮籍離別女性の失業率も男性ほどではないが高い。

2.6．国籍別・性別・配偶関係別・従業上の地位

　次に、従業上の地位について見てみよう。在日コリアンに自営業が多いのはよく知られている。た

だし、ジェンダーや配偶関係によって自営業の割合やそこでの地位は大きく異なっている。まず男性

全体でみれば、確かにコリアンは、雇用者の割合が低く、自営業の割合が40%を超えている。未婚の

韓国・朝鮮籍男性も日本籍と比較して17ポイント以上、中国籍とでも７ポイント以上、自営業の割合

が高いが、そのなかでは家族従業者の割合が19.9%を占める。また雇用者の割合も、韓国・朝鮮籍は

他の配偶関係の場合と比較して高く、７割近くを占める。これが既婚になると、自営業の割合が

【総数】

N % N % N % N % N % N %
W職* 14,296,780 33.1 57,880 28.2 6,770 37.0 10,415,420 22.7 34,130 17.5 3,230 19.7
B職* 20,148,350 46.7 95,160 46.4 6,100 33.4 10,633,870 23.2 46,960 24.1 3,080 18.8
完全失業者 986,990 2.3 11,650 5.7 630 3.4 416,060 0.9 3,750 1.9 230 1.4
家事 228,740 0.5 1,080 0.5 40 0.2 17,007,020 37.1 78,310 40.1 6,520 39.9
通学 4,307,940 10.0 22,600 11.0 3,690 20.2 3,626,630 7.9 19,170 9.8 2,530 15.5
その他** 3,214,310 7.4 16,640 8.1 1,060 5.8 3,710,460 8.1 12,880 6.6 780 4.8
総計*** 43,183,120 100.0 205,000 100.0 18,290 100.0 45,809,450 100.0 195,200 100.0 16,360 100.0

【未婚】

N % N % N % N % N % N %
W職* 2,681,310 21.8 12,420 18.4 1,030 17.5 3,661,310 38.3 15,120 28.5 1,210 24.9
B職* 4,563,920 37.1 25,330 37.5 1,680 28.5 1,248,640 13.1 9,210 17.4 680 14.0
完全失業者 388,690 3.2 4,450 6.6 250 4.2 220,990 2.3 1,980 3.7 160 3.3
家事 26,570 0.2 330 0.5 10 0.2 578,740 6.1 6,750 12.7 280 5.8
通学 4,286,210 34.9 22,290 33.0 2,760 46.9 3,607,360 37.8 19,000 35.8 2,400 49.5
その他** 345,670 2.8 2,680 4.0 160 2.7 234,960 2.5 970 1.8 130 2.7
総計*** 12,292,370 100.0 67,500 100.0 5,890 100.0 9,552,000 100.0 53,050 100.0 4,850 100.0

【有配偶】

N % N % N % N % N % N %
W職* 11,349,270 38.8 43,790 34.5 5,460 47.4 5,841,040 19.9 15,550 14.0 1,670 16.9
B職* 14,978,370 51.2 65,850 51.9 4,150 36.0 7,924,790 27.0 28,690 25.8 2,000 20.3
完全失業者 530,390 1.8 6,090 4.8 270 2.3 111,980 0.4 760 0.7 50 0.5
家事 165,610 0.6 480 0.4 30 0.3 14,415,560 49.1 62,450 56.2 5,810 58.9
通学 14,170 0.0 280 0.2 900 7.8 12,610 0.0 100 0.1 100 1.0
その他** 2,200,230 7.5 10,450 8.2 730 6.3 1,038,580 3.5 3,610 3.2 230 2.3
総計*** 29,238,040 100.0 126,940 100.0 11,530 100.0 29,344,560 100.0 111,160 100.0 9,870 100.0

【死別】

N % N % N % N % N % N %
W職* 138,010 13.1 620 14.1 140 32.6 565,930 9.9 1,870 8.3 220 18.8
B職* 292,700 27.8 1,090 24.7 130 30.2 1,026,560 18.0 5,770 25.7 240 20.5
完全失業者 23,360 2.2 350 7.9 60 14.0 36,670 0.6 460 2.0 0 0.0
家事 30,080 2.9 160 3.6 0 0.0 1,773,630 31.2 7,000 31.1 350 29.9
通学 570 0.1 0 0.0 0 0.0 3,590 0.1 50 0.2 0 0.0
その他** 567,560 53.9 2,200 49.9 100 23.3 2,281,540 40.1 7,350 32.7 360 30.8
総計*** 1,052,280 100.0 4,410 100.0 430 100.0 5,687,920 100.0 22,490 100.0 1,170 100.0

【離別】

N % N % N % N % N % N %
W職* 115,990 22.1 960 17.8 110 31.4 333,490 29.7 1,510 20.1 100 27.0
B職* 276,720 52.7 2,550 47.3 120 34.3 413,300 36.8 3,080 41.0 160 43.2
完全失業者 40,580 7.7 670 12.4 50 14.3 44,080 3.9 500 6.7 10 2.7
家事 5,980 1.1 90 1.7 0 0.0 214,720 19.1 1,810 24.1 50 13.5
通学 340 0.1 0 0.0 10 2.9 1,200 0.1 0 0.0 0 0.0
その他** 85,690 16.3 1,110 20.6 70 20.0 116,130 10.3 600 8.0 40 10.8
総計*** 525,310 100.0 5,390 100.0 350 100.0 1,122,920 100.0 7,510 100.0 370 100.0

中国

日本

男性 女性

男性 女性

日本 韓国・朝鮮 中国

中国

日本

男性 女性

男性 女性

男性 女性

日本 韓国・朝鮮 中国

日本 韓国・朝鮮 中国

日本 韓国・朝鮮

韓国・朝鮮 中国

韓国・朝鮮 中国

※集計対象は15歳以上人口　*W職は専門・技術職、管理職、事務職、販売職　B職は農林漁業、採掘、運輸・通信、
現業職、保安、サービス、分類不能の職を含む **その他は労働力状態不詳含む　***総計は非就業者含む

日本 韓国・朝鮮 中国

日本 韓国・朝鮮 中国

日本 韓国・朝鮮 中国 日本 韓国・朝鮮
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46.8%になり、雇用者41.2%より高くなる。またそのなかで家族従事者の割合は3.8%と非常に低く、

業主になることが多いことがわかる。死別の場合、自営業の割合が若干下がり、雇用者の割合が高く

なるが、それほど大きな差はない。また自営業の場合はやはり自らが業主である割合が高い。しかし

離別になると、自営業の割合は30%台になる一方で、雇用者の割合が６割近くにのぼる。また自営業

のなかでも業主が27.3%と下がり、家族従業者の割合が6.3%になる。以上から当時の在日コリアン男

性は、未婚のあいだは、親の仕事を手伝うか外で働くことが多く、結婚後、自営業を始めることが多

かった。しかし離別したら自営業もやめるケースも珍しくなかったと思われる。なお前述のように、

離別者は失業率も高かった。これは、自営業をやめた後に就職が難しかったことを示しているのでは

ないだろうか。

　一方、中国籍男性は、役員の割合が多く、未婚以外ではいずれも10%台にのぼっている。またコリ

アンほどではないが、自営業の割合も高い。コリアン同様、未婚の場合は家族従事者の割合が高いが、

既婚になると業主になる割合が高くなる。一方、有配偶と離別を比較すると、コリアンとは反対に、

離別者の自営業の割合は、有配偶者の自営業の割合より高くなる。ただし中国籍男性の離別者の人数

【総数】

N % N % N % N % N % N %
 雇用者 24,431,120 70.9 74,730 48.8 7,190 55.9 13,129,910 62.4 39,620 48.9 3,340 53.0
 役員 1,920,160 5.6 14,370 9.4 1,620 12.6 393,250 1.9 2,110 2.6 360 5.7
 自営業者 8,093,190 23.5 63,940 41.8 4,070 31.6 7,523,200 35.7 39,300 48.5 2,580 41.0
 うち雇人のある業主及び雇人のない業主 6,836,180 19.8 51,060 33.4 3,290 25.6 1,826,160 8.7 10,930 13.5 670 10.6
 うち家族従業者 1,227,780 3.6 11,990 7.8 750 5.8 5,082,270 24.1 25,360 31.3 1,890 30.0
 うち家庭内職者 29,220 0.1 890 0.6 30 0.2 614,760 2.9 3,020 3.7 20 0.3
総数 34,445,130 100.0 153,040 100.0 12,870 100.0 21,049,290 100.0 81,090 100.0 6,300 100.0

【未婚】

N % N % N % N % N % N %
 雇用者 6,343,320 87.6 26,240 69.5 1,990 73.4 4,475,470 91.2 17,890 73.5 1,580 84.0
 役員 80,150 1.1 910 2.4 140 5.2 21,650 0.4 210 0.9 20 1.1
 自営業者 821,410 11.3 10,600 28.1 580 21.4 412,460 8.4 6,230 25.6 290 15.4
 うち雇人のある業主及び雇人のない業主 309,930 4.3 2,960 7.8 220 8.1 182,290 3.7 1,110 4.6 60 3.2
 うち家族従業者 507,800 7.0 7,520 19.9 360 13.3 199,850 4.1 4,850 19.9 230 12.2
 うち家庭内職者 3,680 0.1 120 0.3 0 0.0 30,320 0.6 270 1.1 0 0.0
総数 7,245,230 100.0 37,750 100.0 2,710 100.0 4,909,950 100.0 24,340 100.0 1,880 100.0

【有配偶】

N % N % N % N % N % N %
 雇用者 17,558,310 66.7 45,220 41.2 4,950 51.6 7,288,030 52.9 14,840 33.6 1,390 37.9
 役員 1,789,170 6.8 13,130 12.0 1,410 14.7 307,890 2.2 1,590 3.6 300 8.2
 自営業者 6,979,890 26.5 51,280 46.8 3,240 33.8 6,167,760 44.8 27,770 62.8 1,960 53.4
 うち雇人のある業主及び雇人のない業主 6,280,540 23.9 46,400 42.3 2,830 29.5 1,028,540 7.5 5,990 13.5 370 10.1
 うち家族従業者 675,980 2.6 4,150 3.8 380 4.0 4,625,140 33.6 19,670 44.5 1,570 42.8
 うち家庭内職者 23,370 0.1 730 0.7 30 0.3 514,080 3.7 2,120 4.8 20 0.5
総数 26,327,650 100.0 109,640 100.0 9,600 100.0 13,765,830 100.0 44,230 100.0 3,670 100.0

【死別】

N % N % N % N % N % N %
 雇用者 193,850 45.0 880 51.5 110 40.7 787,480 49.4 4,070 53.3 160 34.8
 役員 33,980 7.9 100 5.8 40 14.8 53,310 3.3 240 3.1 40 8.7
 自営業者 202,850 47.1 740 43.3 120 44.4 751,390 47.2 3,320 43.5 250 54.3
 うち雇人のある業主及び雇人のない業主 170,250 39.5 640 37.4 110 40.7 473,600 29.7 2,410 31.5 190 41.3
 うち家族従業者 31,220 7.2 90 5.3 10 3.7 228,550 14.4 560 7.3 60 13.0
 うち家庭内職者 1,370 0.3 10 0.6 0 0.0 49,240 3.1 340 4.5 0 0.0
総数 430,710 100.0 1,710 100.0 270 100.0 1,592,480 100.0 7,640 100.0 460 100.0

【離別】

N % N % N % N % N % N %
 雇用者 293,400 74.7 2,100 59.7 100 43.5 555,040 74.3 2,620 57.1 180 69.2
 役員 15,630 4.0 210 6.0 30 13.0 10,000 1.3 60 1.3 0 0.0
 自営業者 83,680 21.3 1,210 34.4 100 43.5 181,660 24.3 1,900 41.4 70 26.9
 うち雇人のある業主及び雇人のない業主 70,670 18.0 960 27.3 100 43.5 135,580 18.2 1,340 29.2 40 15.4
 うち家族従業者 12,300 3.1 220 6.3 0 0.0 25,910 3.5 270 5.9 30 11.5
 うち家庭内職者 710 0.2 30 0.9 0 0.0 20,170 2.7 290 6.3 0 0.0
総数 392,720 100.0 3,520 100.0 230 100.0 746,790 100.0 4,590 100.0 260 100.0
※集計対象は15歳以上就業者

日本 韓国・朝鮮 中国

男性 女性

男性 女性

男性 女性

男性 女性

男性 女性

中国

日本 中国

中国

中国

日本 韓国・朝鮮

日本 韓国・朝鮮

韓国・朝鮮

日本 韓国・朝鮮 中国

日本 韓国・朝鮮 中国

日本 韓国・朝鮮 中国 日本 韓国・朝鮮

日本 韓国・朝鮮 中国

日本 韓国・朝鮮 中国

表11　国籍・性別・配偶関係別・従業上の地位（1980）
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は非常に少ない。

　次に、女性の従業上の地位を見てみよう。在日コリアン女性は、男性同様、自営業の割合が高い。

未婚の場合、25.6%が自営業であり、日本籍未婚女性の３倍近くにのぼっている。ただし家族従業者

が多い。すでにみたように、未婚のコリアン女性の就業率は低かったが、そのなかでも自営業の割合

が高いということは、彼女たちにとって一般の労働市場への参入がいかに難しかったかを物語ってい

る。また既婚のコリアン女性の場合も自営業が62.8%と圧倒的に高く、なかでも家族従業者の割合が

高い。これに対し、離別になると、家族従業者5.9%に対し、業主になる女性の割合は29.2%、死別の

場合も家族従業者7.3%に対し、業主31.5%と、業主の割合が圧倒的に高くなる。在日コリアン男性が

離別・死別の場合に業主の割合が減少するのに対し、女性の場合、離別や死別をきっかけに事業を引

き継いだり、自ら事業を始めた者が多かったのだと思われる。なおコリアン女性の家庭内職者の割合

も、離別、死別、既婚の場合に、日本や中国籍女性と比較して高い。一方、中国籍女性もコリアン同

様、自営業の割合が高く、とりわけ既婚者の自営業の割合は５割を超えている。その多くは家族従業

者である。これに対し、離別女性は雇用者の割合が高くなるが、人数が少ないため確定的なことはわ

からない。

３．家事に従事する女性

3.1．既婚女性のなかの主婦

　これまで見てきたように、80年代当時、女性の就業率はまだ低く、その年齢別就業率のグラフが示

すM字型の底も非常に低かった。また国籍別でみた場合、日本籍女性と比較して、中国、韓国・朝

【総数】

N % N % N % N % N % N %
 雇用者 24,431,120 70.9 74,730 48.8 7,190 55.9 13,129,910 62.4 39,620 48.9 3,340 53.0
 役員 1,920,160 5.6 14,370 9.4 1,620 12.6 393,250 1.9 2,110 2.6 360 5.7
 自営業者 8,093,190 23.5 63,940 41.8 4,070 31.6 7,523,200 35.7 39,300 48.5 2,580 41.0
 うち雇人のある業主及び雇人のない業主 6,836,180 19.8 51,060 33.4 3,290 25.6 1,826,160 8.7 10,930 13.5 670 10.6
 うち家族従業者 1,227,780 3.6 11,990 7.8 750 5.8 5,082,270 24.1 25,360 31.3 1,890 30.0
 うち家庭内職者 29,220 0.1 890 0.6 30 0.2 614,760 2.9 3,020 3.7 20 0.3
総数 34,445,130 100.0 153,040 100.0 12,870 100.0 21,049,290 100.0 81,090 100.0 6,300 100.0

【未婚】

N % N % N % N % N % N %
 雇用者 6,343,320 87.6 26,240 69.5 1,990 73.4 4,475,470 91.2 17,890 73.5 1,580 84.0
 役員 80,150 1.1 910 2.4 140 5.2 21,650 0.4 210 0.9 20 1.1
 自営業者 821,410 11.3 10,600 28.1 580 21.4 412,460 8.4 6,230 25.6 290 15.4
 うち雇人のある業主及び雇人のない業主 309,930 4.3 2,960 7.8 220 8.1 182,290 3.7 1,110 4.6 60 3.2
 うち家族従業者 507,800 7.0 7,520 19.9 360 13.3 199,850 4.1 4,850 19.9 230 12.2
 うち家庭内職者 3,680 0.1 120 0.3 0 0.0 30,320 0.6 270 1.1 0 0.0
総数 7,245,230 100.0 37,750 100.0 2,710 100.0 4,909,950 100.0 24,340 100.0 1,880 100.0

【有配偶】

N % N % N % N % N % N %
 雇用者 17,558,310 66.7 45,220 41.2 4,950 51.6 7,288,030 52.9 14,840 33.6 1,390 37.9
 役員 1,789,170 6.8 13,130 12.0 1,410 14.7 307,890 2.2 1,590 3.6 300 8.2
 自営業者 6,979,890 26.5 51,280 46.8 3,240 33.8 6,167,760 44.8 27,770 62.8 1,960 53.4
 うち雇人のある業主及び雇人のない業主 6,280,540 23.9 46,400 42.3 2,830 29.5 1,028,540 7.5 5,990 13.5 370 10.1
 うち家族従業者 675,980 2.6 4,150 3.8 380 4.0 4,625,140 33.6 19,670 44.5 1,570 42.8
 うち家庭内職者 23,370 0.1 730 0.7 30 0.3 514,080 3.7 2,120 4.8 20 0.5
総数 26,327,650 100.0 109,640 100.0 9,600 100.0 13,765,830 100.0 44,230 100.0 3,670 100.0

【死別】

N % N % N % N % N % N %
 雇用者 193,850 45.0 880 51.5 110 40.7 787,480 49.4 4,070 53.3 160 34.8
 役員 33,980 7.9 100 5.8 40 14.8 53,310 3.3 240 3.1 40 8.7
 自営業者 202,850 47.1 740 43.3 120 44.4 751,390 47.2 3,320 43.5 250 54.3
 うち雇人のある業主及び雇人のない業主 170,250 39.5 640 37.4 110 40.7 473,600 29.7 2,410 31.5 190 41.3
 うち家族従業者 31,220 7.2 90 5.3 10 3.7 228,550 14.4 560 7.3 60 13.0
 うち家庭内職者 1,370 0.3 10 0.6 0 0.0 49,240 3.1 340 4.5 0 0.0
総数 430,710 100.0 1,710 100.0 270 100.0 1,592,480 100.0 7,640 100.0 460 100.0

【離別】

N % N % N % N % N % N %
 雇用者 293,400 74.7 2,100 59.7 100 43.5 555,040 74.3 2,620 57.1 180 69.2
 役員 15,630 4.0 210 6.0 30 13.0 10,000 1.3 60 1.3 0 0.0
 自営業者 83,680 21.3 1,210 34.4 100 43.5 181,660 24.3 1,900 41.4 70 26.9
 うち雇人のある業主及び雇人のない業主 70,670 18.0 960 27.3 100 43.5 135,580 18.2 1,340 29.2 40 15.4
 うち家族従業者 12,300 3.1 220 6.3 0 0.0 25,910 3.5 270 5.9 30 11.5
 うち家庭内職者 710 0.2 30 0.9 0 0.0 20,170 2.7 290 6.3 0 0.0
総数 392,720 100.0 3,520 100.0 230 100.0 746,790 100.0 4,590 100.0 260 100.0
※集計対象は15歳以上就業者

日本 韓国・朝鮮 中国
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男性 女性

男性 女性

中国

日本 中国

中国

中国

日本 韓国・朝鮮

日本 韓国・朝鮮

韓国・朝鮮

日本 韓国・朝鮮 中国

日本 韓国・朝鮮 中国

日本 韓国・朝鮮 中国 日本 韓国・朝鮮

日本 韓国・朝鮮 中国

日本 韓国・朝鮮 中国



71

岡山大学大学院社会文化科学研究科紀要第38号 （2014.11）

鮮籍女性の就業率は一層低かった。前述のように、中国籍女性の場合、80年代においてもすでに新規

来日層が一定程度占めていたと考えられるが、韓国・朝鮮籍の多くは在日コリアン女性である。これ

らの女性の家事従事率について見てみよう。

　まず表12は、女性配偶者のなかの家事従事者の割合を出身地別（５年前の居住地別）にみたもので

ある。どの国籍も過去５年間のあいだに国外から転入してきた女性の家事従事者の割合が高い。その

なかで中国籍女性は家事従事者の割合は７割台と日本、コリアンより低いが、全体に占める人数が多

い。つまり女性配偶者9,870人中2,010人（20%）が５年以内に国外から転入してきている。

　次に表13は、既婚女性の年齢、学歴別にみた家事従事者の割合である。韓国・朝鮮籍の場合、人数

が非常に少ない60代をのぞいて、高等教育卒の家事従事者の割合が、同じ年代の他の学歴の女性と比

較して高いことがわかる。また20代はどの学歴でも７割が主婦であり、30代でも５割以上が主婦となっ

ている。このように、在日コリアン女性のなかでは高学歴ほど、また若い世代ほど主婦になる傾向が

高かったと考えられる。日本籍女性の場合も類似の傾向を示すものの、20代の高等教育卒のみ家事の

割合は低くなっている。これらは、とりわけ在日コリアン女性の若い世代の高学歴層にとって、「学

歴に見合った」仕事に就くことが非常に難しかったことを示唆している。つまり二世以降、女性も男

性ほどではないが、学歴が高くなったが、労働市場はいまだに閉鎖的だった。その結果、学歴が高い

女性ほどその「学歴に見合う」仕事に就くことができず、家事手伝いや主婦となったのではないかと

考えられる。同時に、これは、在日コリアンの二世以降の世帯において、夫が家族賃金を稼げるよう

になったということでもある。同様に、中国籍も20歳、30歳代の、とりわけ高等教育卒の家事従事者

の割合は非常に高い。全体としてみれば、韓国・朝鮮、中国籍の20〜40歳代の主婦の割合は日本籍の

同年代より高いが、50、60歳代ではそれほど違いはない。

表12　出身地別・女性有配偶者のなかの家事従事者の割合（1980）

N % N % N %
家事従事者数 8,611,940 32,370 1,960

総計 19,682,640 63,110 4,160
家事従事者数 5,779,990 28,120 2,360

総計 9,624,670 45,650 3,690
家事従事者数 15,800 1,890 1,490

総計 18,900 2,300 2,010
家事従事者数 14,415,560 62,450 5,810

総計 29,344,560 111,160 9,870

83.6 82.2 74.1国外

総数 49.1 56.2 58.9

日本 韓国・朝鮮 中国

 現住所

 国内

5年前居住地

43.8 51.3 47.1

60.1 61.6 64.0
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3.2．未婚者のなかの家事従事者

　次は、未婚女性のなかの家事従事者割合である。10代の場合、在学中の者が多いので、総数に占め

表13　年齢・学歴別・女性有配偶者のなかの家事従事者数と家事従事者率

N % N % N %
家事従事者 463,810 3,740 330

総数 748,150 5,030 470
家事従事者 1,575,790 10,590 700

総数 2,531,680 14,520 1,050
家事従事者 515,550 2,230 600

総数 876,760 2,950 780
家事従事者 2,560,980 16,660 1,650

総数 4,171,200 22,680 2,390
家事従事者 1,207,000 9,010 390

総数 2,642,870 16,300 720
家事従事者 2,721,250 10,670 750

総数 4,950,780 18,590 1,340
家事従事者 735,090 1,890 680

総数 1,214,910 3,070 1,070
家事従事者 4,669,280 21,640 1,860

総数 8,821,560 38,100 3,200
家事従事者 1,160,150 7,280 310

総数 3,366,970 16,020 630
家事従事者 9,760 0 0

総数 32,150 0 0
家事従事者 1,503,940 4,070 400

総数 3,366,470 8,310 740
家事従事者 225,310 560 160

総数 457,160 920 300
家事従事者 2,902,520 12,220 870

総数 7,230,930 25,930 1,700
家事従事者 1,133,330 4,790 300

総数 2,619,260 9,890 650
家事従事者 188,360 180 20

総数 530,820 380 30
家事従事者 1,008,190 1,110 470

総数 1,924,080 2,240 710
家事従事者 119,340 110 80

総数 230,250 220 170
家事従事者 2,454,230 7,510 910

総数 5,315,210 15,490 1,610
家事従事者 899,580 2,100 180

総数 1,818,870 3,770 360
家事従事者 61,910 80 0

総数 137,420 160 10
家事従事者 410,920 310 110

総数 685,890 490 230
家事従事者 46,180 30 60

総数 73,680 50 80
家事従事者 1,424,590 3,630 390

総数 2,729,950 6,900 730

日本 韓国・朝鮮 中国

 20～29歳

小・中・高
小卒

62.0 74.4 70.2

高等教育卒 58.8 75.6 76.9

総数 61.4 73.5 69.0

高・旧中卒 62.2 72.9 66.7

 30～39歳

小・中・高
小卒

45.7 55.3 54.2

高等教育卒 60.5 61.6 63.6

総数 52.9 56.8 58.1

高・旧中卒 55.0 57.4 56.0

 40～49歳

小・中・高
小卒

34.5 45.4 49.2

高・旧中卒 44.7 49.0 54.1

総数 40.1 47.1

47.1

旧青年学校
卒

30.4 - -

高等教育卒 49.3 60.9 53.3

旧青年学校
卒

35.5 47.4 66.7

51.2

 50～59歳

小・中・高
小卒

43.3 48.4 46.2

高・旧中卒 52.4 49.6 66.2

総数 46.2 48.5 56.5

高等教育卒 51.8 50.0

 60～69歳

小・中・高
小卒

49.5 55.7 50.0

高・旧中卒 59.9 63.3 47.8

総数 52.2 52.6 53.4

高等教育卒 62.7 60.0 75.0

旧青年学校
卒

45.1 50.0 0.0
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る家事従事者の割合は比較的低くなっている。ただしすでに学校を卒業している者だけでみれば、韓

国・朝鮮籍の小・中卒は31.7%、高卒でも12.7%が家事従事者である。20代も小・中卒25.5%、高卒

18.2%、高等教育卒21.0%となっている。20代、30代は未婚者のうち２割以上が家事従事者である。

学歴別には、小・中卒が一番割合が高いが、高卒よりは高等教育卒の方が家事の割合が高いので、学

歴の影響はわかりにくい。一方、中国籍は10代の家事従事者はほとんどいない。20代、30代も人数は

それほど多くないが、学歴が高い方が家事の割合が高くなる。なお韓国・朝鮮籍も中国籍も自営業の

割合が高いため、親が自営業の場合、家事と自営業のなかの家族従事者の境界はかなり曖昧であると

思われる（ただし前者は非就業者、後者は就業者に分類される）。

４．世帯主国籍別住居

　本節では、住居についてのデータを開示する。表13は、世帯主の国籍、性別住居の種類である。男

性も女性も国籍別でみると、日本籍世帯主の持ち家率が高く、続いて韓国・朝鮮、中国籍となる。男

性の場合、日本と韓国・朝鮮籍で10ポイント、中国籍とでは20ポイント程度のひらきが、女性の場合、

日本と韓国・朝鮮籍で７ポイント程度、中国籍とでは14ポイント程度のひらきである。ただしどの国

籍も男性の方が女性より持ち家率が高く、女性の場合はどの国籍でも５割未満である。

日本 韓国・朝鮮 中国
N % N % N %

家事従事者 25,540 580 0
総数 157,120 1,830 140

家事従事者 24,760 510 0
総数 553,730 4,030 100

家事従事者 54,870 1,210 10
総数 3,979,810 23,550 1,500

家事従事者 42,880 680 20
総数 292,540 2,670 300

家事従事者 146,240 2,790 80
総数 1,948,630 15,350 780

家事従事者 98,490 970 70
総数 1,322,040 4,630 500

家事従事者 289,810 4,470 170
総数 4,061,200 24,710 2,710

家事従事者 29,410 310 10
総数 174,960 1,420 60

家事従事者 42,700 430 30
総数 376,370 1,650 200

家事従事者 19,570 80 30
総数 168,980 430 100

家事従事者 92,490 820 60
総数 734,690 3,610 440

*未就学者含む

 20～29歳

小・中・高小卒 14.7 25.5 6.7

 15～19歳

小・中・高小卒 16.3 31.7 0.0

高・旧中卒 4.5 12.7 0.0

高等教育卒 7.4 21.0 14.0

1.4 5.1 0.7総数*

高・旧中卒 7.5 18.2 10.3

総数* 7.1 18.1 6.3

小・中・高小卒 16.8 21.8 16.7

総数* 12.6 22.7 13.6

 30～39歳
11.3 26.1 15.0

高等教育卒 11.6 18.6 30.0

高・旧中卒

表14　国籍別未婚女性のなかの家事従事者数と従事者率（15-39歳）
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　韓国・朝鮮籍男性世帯主世帯を詳しくみると、持ち家率が54.0%で過半数を占め、次に民営の借家

が37.7%、公営の借家4.7%となっている。一方、中国籍男性世帯主は、持ち家と民営の借家が同程度

である。つづいて給与住宅が多く、住み込みで働く場合が少なくなかったと考えられる。

　次に女性をみると、韓国・朝鮮籍世帯主の場合、民営の借家が過半数を占め、つづいて持ち家が４

割程度である。こちらも公営の住宅が5.4%を占める。他方、中国籍女性世帯主の場合は、民営の借

家が57.1%で最も多く、持ち家率は３割台である。男性ほどではないが、給与住宅も4.6%を占める。

　最後に、表14で国籍別・職業別の持ち家率をみておこう。国籍別でみると、日本籍の持ち家率が高

かったが、職業でみると、どの国籍も管理職の場合の持ち家率が７割を超えている。日本、韓国・朝

鮮籍の場合は農林漁業の持ち家率も高いが、後者の農林漁業従事者は非常に少数である。それら以外

で持ち家率５割を超えるのは、韓国・朝鮮籍の販売職、現業職、中国籍の販売職のみである。

表15　世帯主の国籍別・性別・住居の種類（1980）

N % N % N % N % N % N %
持ち家 18,427,690 63.4 69,850 54.0 5,120 44.2 2,335,780 48.1 11,100 40.7 750 34.2
公営の借家 1,460,200 5.0 6,060 4.7 260 2.2 297,570 6.1 1,470 5.4 60 2.7
公団・公社の借家 688,020 2.4 470 0.4 50 0.4 86,710 1.8 50 0.2 0 0.0
民営の借家 6,377,000 21.9 48,670 37.7 5,060 43.7 1,964,290 40.5 14,080 51.6 1,250 57.1
給与住宅 1,880,290 6.5 2,770 2.1 900 7.8 120,830 2.5 310 1.1 100 4.6
その他 227,400 0.8 1,440 1.1 200 1.7 47,160 1.0 280 1.0 20 0.9
総数 29,060,600 100.0 129,260 100.0 11,580 100.0 4,852,330 100.0 27,290 100.0 2,190 100.0
※集計対象は普通世帯数

中国
男性 女性

日本 韓国・朝鮮日本 韓国・朝鮮 中国

表16　世帯主国籍別・職業別持ち家世帯数と持ち家率（1980）

N % N % N % N % N %
持ち家 1,461,680 1,530 510 850 1,464,570
総数 2,587,270 4,370 1,600 7,700 2,600,940

持ち家 1,799,160 9,610 950 600 1,810,320
総数 2,332,500 12,660 1,240 2,570 2,348,970

持ち家 2,144,050 2,400 370 300 2,147,110
総数 3,772,690 6,320 930 1,880 3,781,810

持ち家 2,355,060 16,130 1,310 660 2,373,160
総数 4,130,160 26,010 2,170 1,710 4,160,060

持ち家 616,230 7,600 1,440 270 625,540
総数 1,592,950 15,870 2,940 1,040 1,612,800

持ち家 261,540 50 0 20 261,610
総数 518,620 120 30 20 518,790

持ち家 2,524,080 640 10 110 2,524,850
総数 2,614,960 850 60 150 2,616,020

持ち家 976,830 5,190 50 170 982,240
総数 1,792,010 12,380 190 490 1,805,070

持ち家 5,660,590 24,900 360 590 5,686,430
総数 9,632,790 47,800 1,040 2,050 9,683,670

持ち家 13,760 190 20 10 13,990
総数 43,330 530 50 220 44,140

持ち家 2,950,490 12,710 840 790 2,964,840
総数 4,895,640 29,630 3,520 3,980 4,932,770

持ち家 20,763,470 80,950 5,870 4,370 20,854,670
総数 33,912,930 156,540 13,770 21,800 34,105,040

※集計対象は普通世帯数　*現業職とは、採掘作業者及び技能工・生産工程作業者及び労務作業者
**労働力状態不詳含む

61.1

その他** 60.3 42.9 23.9 19.8 60.1

総計 61.2 51.7 42.6 20.0

31.7

現業職* 58.8 52.1 34.6 28.8 58.7

分類不能 31.8 35.8 40.0 4.5

54.4

農林漁業 96.5 75.3 16.7 73.3 96.5

運輸・通信 54.5 41.9 26.3 34.7

50.4

サービス職 38.7 47.9 49.0 26.0 38.8

保安 50.4 41.7 0.0 100.0

57.0

事務 56.8 38.0 39.8 16.0 56.8

販売 57.0 62.0 60.4 38.6

77.1

専門的・技術的 56.5 35.0 31.9 11.0 56.3

管理 77.1 75.9 76.6 23.3

日本 韓国・朝鮮 中国 その他 総数
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５．おわりに

　本稿では、1980、1985年の国勢調査を手がかりに、ジェンダーおよび家族関係に着目して、1980年

代前半の在日コリアンおよび中国籍の実態を明らかにしてきた。まず明らかになったことは、ジェン

ダーによる就業の差である。未婚の中国籍男性をのぞいて、男性は就業率が高い一方で、女性の就業

率は低かった。当時、日本全体でみても女性の労働市場への参加は今日より困難だったが、韓国・朝

鮮、中国籍女性は日本籍女性以上に就職が難しかったことがわかる。当時、女性についても学歴は高

まりつつあったものの、それが就職に結びつくことは非常に困難だったといえよう。こうした労働市

場の閉鎖性はまた、韓国・朝鮮、中国籍女性における若年層や高学歴層の家事従事率の高さに関係し

ている。なお中国籍については、新規来日である配偶者の就業率の低さも影響していた。このように、

韓国・朝鮮籍と中国籍女性がおかれた位置は異なるものの、80年代において両者とも労働市場に参加

することは難しく、主婦化の傾向が強かったといえる。

　ところで、女性が主婦になる場合、その配偶者である男性に家族賃金を稼げるだけの収入があるこ

とが条件になる。在日コリアン女性の一世がさまざまな仕事に就いていたことを考えると、こうした

条件は、在日コリアンの場合、二世以降で可能になったと考えられる。ただしその基盤は、日本籍と

比較してかなり脆弱だったのではないだろうか。というのも、韓国・朝鮮籍は失業率が高く、また離

別者も多かったからである。そして離別者はとくに、失業率が非常に高く、また自営業の割合も、既

婚者と比較してかなり低かった。これは、自営業の場合、家族経営が多かったことから、離婚はその

事業の継続性にたいしても負の効果をもっていたことを示している。以上から示唆されることは、在

日コリアンの場合、女性のみならず男性にとっても家族形成が生活の安定に大きな影響をもっていた

ということである。ただしその基盤は脆弱であり、結果として、在日コリアンが貧困に陥るリスクは

高かったと思われる。この点についてはさらなる解明を今後の課題としたい。
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